　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （案）


公　　　示


次のとおり契約の相手方を公募します。                                         

                             
令和５年５月17日


支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長　熊木　正人

１　公募に付する事項
　（１）件　　名　血液製剤使用実態調査一式
　（２）概　　要　仕様書による
　（３）公募期間　令和５年５月17日～令和５年６月14日
　（４）契約期間　契約締結日から令和６年３月29日

２　本契約において求められる特殊な技術等
　（１）本調査の実施にあたり、血液法をはじめ関係法規・指針等及び医療現場における輸血業務・血液製剤の使用等に関する医療現場の実態に精通し、輸血業務に携わっている者（輸血部、血液内科、心臓血管外科等輸血に関連する診療科を専門とする医師及び検査技師）を少なくとも４人以上充てることができること。
（２）納入する発表用資料は、下記に示す資料と同等以上であること。
　　　　　※　令和４年度の血液製剤使用実態調査について（資料１）
　　　　　　（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30329.html）　


３　公募に参加する者に必要な資格等に関する事項
（１）予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。
（２）予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
（３）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
（４）令和04・05・06年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、厚生労働省大臣官房会計課長から「役務の提供等」で「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。
（５）資格審査申請書に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。
（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。
（７）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この公募の意思表示期限の直近２年間（[5]及び[6]については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。
[1]厚生年金保険
[2]健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）
[3]船員保険
[4]国民年金
[5]労働者災害補償保険
[6]雇用保険
注）　各保険料のうち[5]及び[6]については、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。
（８）この公募の意思表示提出期限の直近１年間において、厚生労働省が所管する法令に違反したことにより送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）を受けた者にあっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する国民の信頼の確保に支障を及ぼすおそれがないこと。
 
４　仕様書の交付期間及び交付場所
（１）交付期間
　令和５年５月17日（水）～６月14日（水）
午前10:00～12:00、午後1:00～5:00（ただし、土日祝日は除く）
（２）交付場所　
東京都千代田区霞が関1-2-2　
中央合同庁舎第５号館（11階　部屋番号1108）
担当：厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班　担当：田邉
ＴＥＬ　03-5253-1111（内線5292）
※電子媒体での送付も可能。

５　説明会について
　　開催しない

６　公募内容等の条件を満たす旨の意思表示について
（１）意思表示期限　令和５年６月15日（木）午後12:00（厳守）
（２）意思表示先  　仕様書配布場所に同じ
（３）意思表示方法  別紙様式１のとおり。別紙様式１、２及び３並びに資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写、業務内容が記載された定款・組織規程を持参又は郵送にて提出すること。
なお、郵送の場合は提出期限までに到着するよう送付し、かつ、提出者は電話等により受領確認を行うこと。

７　契約者の決定
（１）公募の結果、この公募内容等の条件を満たす参加者が複数の場合、一般競争入札を行うものとする。
（２）別紙様式３の暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなった時は、意思表示を無効とする。

８　その他
　　詳細は仕様書による。



【連絡先】
東京都千代田区霞が関1-2-2　
中央合同庁舎第５号館（11階部屋番号1108）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班
田邉　尚輝
電話：03-5253-1111（内線5292）























（別紙様式１）

令和　　年　月　日

支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長　殿
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　

血液製剤使用実態調査一式に係る公募内容等の条件を満たす旨の意思表示について

当社は、貴省が公募する血液製剤使用実態調査一式について応募したいので、その旨を表示します。なお、当社は下記記載の事項について相違ないことを申し添えます。


記

１． 当社は、予算決算及び会計令第70条の規定に該当しません。
２． 当社は、予算決算及び会計令第71条の規定に該当しません。
３． 当社は、厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けておりません。
４． 当社は、別添(写)のとおり、令和04・05・06年度厚生労働省競争参加資格(全省庁統一資格)において、厚生労働省大臣官房会計課長から「役務の提供等」で「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有しています。
５． 当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料について一切滞納がありません。
６． その他:　本契約において求められる特殊な技術等（以下に掲げる条件を全て満たしていること）
（１）本調査の実施にあたり、血液法をはじめ関係法規・指針等及び医療現場における輸血業務・血液製剤の使用等に関する医療現場の実態に精通し、輸血業務に携わっている者（輸血部、血液内科、心臓血管外科等輸血に関連する診療科を専門とする医師及び検査技師）を少なくとも４人以上充てることができること。
（２）納入する発表用資料は、下記に示す資料と同等以上であること。
　※　令和４年度の血液製剤使用実態調査について（資料１）
　　　　　　（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30329.html）　
　

 (担当者)
所属部署:
氏名:
TEL/FAX
E-mail

（別紙様式２）

競争参加資格等に係る申立書及び自己申告書


１．当社（私）は、現在厚生労働省から指名停止の措置を受けておりません。また、開札日時点において指名停止措置を受ける見込みもありません。
２．当社（私）は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。
３．当社（私）は、その他の入札参加資格を全て有しております。
４．当社（私）は、契約者となった後に、契約に基づく報告事項（法令違反や反社会勢力による不当介入等）が生じた場合には速やかに報告します。
５．当社（私）は、事業の実施に当たり、各種法令を遵守します。
６．前記１から５について、当社（私）の再委託先について報告事項があることを知った場合にも同様の対応をします。

この申立書及び自己申告書に虚偽があった場合は、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金等を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。
また、申立及び自己申告に係る事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに対応することを確約いたします。

令和　　年　　月　　日　
　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　商号又名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　 　　　　　　　　　　　　　　  代表者氏名              　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長　　殿





（別紙様式３）

誓　約　書


当社は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記
１　契約の相手方として不適当な者
(１) 法人等(個人、法人又は団体をいう。) の役員等(個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所(常時契約を締結する事務所をいう。)の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。)が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。 以下同じ)又は暴力団員(同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 以下同じ。)であるとき
(２)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
(３)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(４)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(５)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
(１)暴力的な要求行為を行う者
(２)法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
(３)取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
(４)偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
(５)その他前各号に準ずる行為を行う者

年　　月　　日
住所(又は所在地)
社名及び代表者名

※ 役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること
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